
続く｢超就職氷河期」

約１２万人が未定
大卒内定率71.9％
史上2番目の低さ

予算の推移

奨学金事業
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し
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奨学金の会「国民のための奨学金制度の拡充をめざし、無償教育をすすめる会」
【加盟団体】全国労働組合総連合､全日本学生自治会総連合､全日本教職員組合、日本高等学校教職員組合､全国私立学校教職員組合連合､特殊法人等労働組合連
絡協議会､全日本医学生自治会連合､全国大学院生協議会､首都圏大学非常勤講師組合､あいち公立高校父母連絡会、日本学生支援機構労働組合(2012.1現在）

〒162-0845東京都新宿区市谷本村町10-7学支労気付TEL＆FAXO3-3269-6096HP;http://www１．｡cn.nejp/~shogaku／mail;shogakukin@spice､ocnnejp
、 ノ

「教育の機会均等」を保障する日本学生支援機構の奨

学金制度。いま政府は「金融事業」と位置づけ、負担の

重い有利子奨学金ばかり拡大し、延滞者情報の個人信用

情報機関への登録（ブラックリスト化）、返還業務の民

間委託化、法的措置の強化などローン化を進めています。

「

1兆１．２６３億円

f世界の奨学金は給付が黙界の奨学金は給付が奨 基
◎ECD(経済協力開発擬構)加盟国の31カ国平均

経済支援の６割が給付制奨学金

日本は画ゼロ
家計等への教育費の公的補助に占める給付制奨学金の割合

０２０４０６０８０１００

２０１２年(案）

大型画一ン化する有利子奨学金！

１１カ国(オーストリア､ベルギー､チエコ､フィンランド､フランス､ハン

ガリー､アイルランド､イタリア､ポーランド､ポルトガル､スペイン）
（出典)「図表でみる教育OECDｲﾝﾃ゙ ｨｹー ﾀ(2011年版)」ほか

額貸与瑚窒月
御
『
ｆ

牌
》
『
Ｉ

万円(大学院１５万円）
ると返還繕額は・・

5万f禰磯
※滞納すると年利１０％の

延滞金が加算されます

32,297円×20年）

／

１９９８年

出典;財務右平成２４

年度予算概要ほか
／

[０

2,005億円
７６９６

650億円

で２４％『

2,655億便

''00%Ｉ１１カ国

デンマーク

アメリカ

ドイツ

○ECD平均

日本

84.5％’
図有利子奨学金
口無利子奨学金 2011.12.1時点文科省鯛査

588%’

76.4％１

67.2％ノ

8,496億円
７５％

2,767億円

２５％
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給付制奨学金の実現と教育無償化を求める請願署名
言吉原亘if致旨

いま、学費の高騰と雇用の悪化が、若者の未来を暗くしています。大学の初年度納付金は国立で

８２万円、私立は平均１３１万円（文科省『教育指標の国際比較2011年版』より）となり、学生は親から

の経済援助が少なくなるなかで、アルバイトと奨学金への依存を強めています。大学生の３５％が

利用する日本学生支援機構の奨学金制度はすべて貸与制で、１兆１２６３億円の事業予算(2012年度）

の７５％を占める有利子奨学金の場合、月額１２万円を４年間借りると返還総額は７７５万円（金利

3％で計算）になります。そのことから経済力のない家庭の生徒や学生が「奨学金を借りたいが将来の

返還が不安」と制度を利用できずに進学をあきらめる事態が起きています。

一方、２０１１年春に卒業した学生の就職内定率は過去最低となり、２割が進路未定のまま卒業

しています。雇用全体では青年や女性の過半数が非正規労働者で、年収３００万円以下の労働者は

４割（国税庁「民間給与実態調査2010年」）を超えています。貸与奨学金制度は卒業後の安定した収入が

前提であり、低賃金。不安定な雇用が拡大する中で、その制度自体が限界に来ています。

文科省は２０１２年度予算の概算要求に高校・大学等の給付制奨学金創設を掲げたものの、予算

案で見送られました。○ＥＣＤ（経済協力開発機構）に加盟する３１カ国では、家計等への教育費の公

的補助のうち給付制奨学金の割合は平均６割ですが、日本はゼロであり、大学授業料が有料で給付

制奨学金がない国は日本だけです。「教育を受ける権利（憲法２６条）」「教育の機会均等（教育基本

法４条）」が保障される社会をつくるために、教育予算を拡充し、下記事項の実現を求めます。

言吉原頁｡頁目

高校・大学等に対する返済不要の給付制奨学金を実現すること

公私とも高校は実質無償化に、大学等も無償化が実現するまでの間、学費減免制度の拡充を

行うとともに、奨学金の有利子貸与比率を縮小し、無利子貸与、給付制に移行していくこと

個人信用情報機関の活用中止、返還猶予の上限撤廃等、安心して返還できる制度にすること

国際人権Ａ規約第13条2項(b）（c）【中等・高等教育無償化条項】の留保を撤回すること

衆議院議長殿

参議院議長殿
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※上記個人情報は国会への請願以外には使用しません。

(E取り扱い団翻国民のための奨学金制度の拡充をめざし､無償教育をすすめる会(奨学金の会）

氏名 住所


